
財務諸表に対する注記 

 

１．重要な会計方針 
（１）満期保有目的債券の評価基準及び評価方法 

  時価法を採用しております。 

 

（２）貯蔵品の評価基準及び評価方法 

  棚卸資産については総平均法に基づく原価方式を採用しております。 

 

（３）固定資産の減価償却の方法 

  定額法を採用しております。 

 

（４）引当金の計上基準 

  ①退職給付引当金 

役職員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務に基づき、当事業年度末にお

いて発生していると認められる額を計上しております。 

  ②賞与引当金 

役職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する額を計上しております。 

 

（５）リース取引の処理方法 

  リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

（６）消費税等の会計処理 

  税込方式によっております。 

 

２．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高 

 

科 目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

基本財産 

定期預金 

 投資有価証券 

 

 40,000,000 

  507,442,100 

 

 52,500,000 

 64,371,300 

  

        0 

39,750,600 

92,500,000

 532,062,800 

小 計   547,442,100 116,871,300 39,750,600 624,562,800

特定資産 

 退職給付引当資産 

 

  21,334,019 

 

3,928,851 

 

  0 25,262,870

     合 計   568,776,119  120,800,151   39,750,600   649,825,670

 



 

３．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益 

 

 

 

 

４．その他固定資産の取得価額、減価償却累計及び当期末残高 

 

  公益事業２ 福祉用具の適合調整、使用指導等を行う福祉用具関係技能者の養成、資格認定及び 

研修等に関する事業 

科 目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高 

什器備品 5,355,000 0 5,355,000 

     合 計 5,355,000 0 5,355,000 

   ※25 年度事業備品として 24 年度 3 月に購入したため、減価償却開始年度は 25 年度から 5 年間とする。 

科 目 取得価額 期首帳簿価額 時 価 評価損益 

公益目的保有財産 73,000,000 円 60,390,000 円 66,905,000 円 6,515,000 円

野村證券） 

ﾉﾑﾗﾖｰﾛｯﾊﾟﾌｧｲﾅﾝｽ NV8868 
50,000,000 円 37,390,000 円 43,905,000 円 6,515,000 円

みずほ銀行） 

定期預金 
23,000,000 円 23,000,000 円 23,000,000 円 0 円

管理活動財産 657,000,000円 487,052,100円 557,657,800円 70,605,700 円

野村證券） 

第 285 回利付国債 
100,000,000 円 106,788,500 円 106,317,900 円 △470,600 円

野村證券） 

第 318 回利付国債 
100,000,000 円 100,652,600 円 104,657,400 円 4,004,800 円

野村證券） 

ﾉﾙｳｪｰ輸出金融公社 
200,000,000 円 84,020,000 円 125,420,000 円 41,400,000 円

野村證券） 

ﾉﾑﾗﾖｰﾛｯﾊﾟﾌｧｲﾅﾝｽ NV8752 
100,000,000 円 73,980,000 円 86,020,000 円 12,040,000 円

野村證券） 

福岡 H19 年度 7 回公債 
37,500,000 円 37,996,000 円 38,407,500 円 411,500 円

みずほ証券） 

ﾄﾞｲﾂ銀行ﾛﾝﾄﾞﾝ支店 
50,000,000 円 29,030,000 円 27,335,000 円 △1,695,000 円

ＳＭＢＣ日興証券） 

ﾉﾙｳｪｰ地方金融公社 
0 円 37,585,000 円 0 円 △37,585,000 円

みずほ銀行） 

定期預金 
69,500,000 円 17,000,000 円 69,500,000 円 52,500,000 円

基本財産合計 730,000,000円 547,442,100円 624,562,800円 77,120,700 円



 

５．担保に供している資産 
  該当事項はありません。 

 

６．保証債務等の偶発債務 
  該当事項はありません。 

 

７．関連当事者との取引の内容 
  該当事項はありません。 

 

８．重要な後発事象 
  該当事項はありません。 

 


